
  次のとおり一般競争入札を実施します。

　　令和７年７月１６日

山口県企業局周南工業用水道事務所長　矢野　信一

１　入札に付する事項

    次に掲げる業務の委託

（１）業務の名称及び数量

（２）業務の内容

      入札説明書及び仕様書による。

（３）履行期間

契約締結日の翌日から令和８年３月２０日まで

（４）履行場所

周南市、下松市　地内

２　入札参加資格

　　入札説明書による。

３　契約条項を示す場所

    入札説明書による。

４　入札説明書及び仕様書等の交付

　　山口県企業局ホームページの「企業局入札公告掲示板(業務委託)」に掲載する。

５　入札を執行する場所及び日時

　　入札説明書による。

６　入札保証金

    入札説明書による。

７　無効入札

　　入札説明書による。

８　落札者の決定方法

　　入札説明書による。

入　札　公　告

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務　一式



業務の名称：

１　入札説明書・郵便による入札に関する留意事項

２　低入札価格調査制度の適用について

３　入札書様式

４　委任状様式

５　入札辞退届様式

６　積算内訳書提出用参考様式

７　仕様書等

８　図面

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務

一般競争入札配布資料



様式３－３

下記「１　入札に付する事項」に記載する業務委託に係る入札公告に基づく入札等については、

関係法令及び規則に定めのあるもののほか、この入札説明書の定めるところにより実施するので、

入札に参加する者は内容を熟知の上、入札してください。

１　入札に付する事項

（１）業務の名称及び数量：

（２）業務の内容： 別添仕様書のとおり

（３）履行期間： 契約締結日の翌日から令和８年３月２０日まで

（４）履行場所： 周南市、下松市　地内

２　入札参加資格

　　入札に参加できる者は、「入札説明書別紙」に掲げる入札参加資格要件のいずれにも該当す

　る者とする。

３　契約条項を示す場所

周南市大字徳山４９９８　山口県企業局周南工業用水道事務所

４　入札を執行する日時及び場所等

（１）場所

（２）日時

（３）特記事項

郵便による入札とします。

※郵便による入札書の提出期限

詳細は、別添「郵便による入札に関する留意事項」をご確認ください。

 

５　入札保証金

免除する。

６　入札条件

（１）落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当す

　　る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

　　金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」

　　という。）に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

　　１１０分の１００に相当する金額（消費税等相当額を差し引いた金額）を入札書に記載する

　　こと。

（２）入札者は、当初の入札書を提出する際に、当該入札書に記載された金額の算出根拠を記載

　　した積算内訳書を提出すること。

（３）入札書への法人又は個人の押印は不要とする。

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務　一式

周南市大字徳山４９９８　山口県企業局周南工業用水道事務所会議室（又は総務課）

令和７年８月１日（金）　午前１０時００分

令和７年７月３１日（木）　午後４時００分必着

入 札 説 明 書



（４）入札に関する行為を代理人に行わせようとするときは、次のとおりとする。

　　但し、郵便による入札の場合は、本項は適用しない。

　　①　委任状を提出すること。なお、委任状について、押印は不要とするが、委任に係る必要

　　　事項を記入したうえで、委任状作成者の氏名を明記するものとする。

　　②　入札書について、入札に関する行為の委任を受けた代理人の押印は不要とするが、その

　　　場合、代表者氏名欄に代理人の氏名を明記するものとする。

　※ 委任状の提出について

　１　入札者が入札する場合

法人等の代表者に代わり、受任者（競争入札等参加資格において、県との取引上の権限を

委任するとして登録している者）が作成した入札書で入札に参加する場合は、委任状の提出

は必要ありません。

また、法人等の雇用人が、権限を持った者の作成した入札書で入札に参加する場合も、委

任状の提出は必要ありません。

　２　代理人が入札する場合

代理人とは、この度の入札に限り、入札者（委任者）から入札に関する権限を委任された

者（入札者の雇用人で上記受任者以外の者を含む）のことです。

この場合は、必ず委任状を提出してください。

（５）入札書の記載事項については、これを訂正することができない。

（６）提出した入札書は、書換え、引換え又は撤回することはできない。

（７）電信による入札は認めない。

（８）入札開始時間までに入札場所に参集しなかったときは、入札に参加できない。

　　　また、受付において身分確認を行うので、次の証明書類を持参すること。

　　　なお、入札者の代表者が入札に参加する場合は、当該確認は省略するので、受付時に申し

　　出ること。

　　　但し、郵便による入札の場合は、本項は適用しない。

・社員証（顔写真有） ・委任状

※上記がない場合、次の書類 ・公的機関発行の身分証明書（顔写真有）

・公的機関発行の身分証明書（顔写真有） ※例は左記のとおり

例：運転免許証、マイナンバーカード等

（９）入札に参加を希望しない場合には、入札書を提出するまでは、いかなる場合でも辞退する

　　ことができ、以後の取扱いにおいて不利益を与えるものではない。

（10）再度の入札において初度入札の最低価格以上の価格で入札した者は、当該入札に係るその

　　後の入札に参加させない。

（11）次の入札は無効とする。

　　①  地方自治法施行令第１６７条の４第１項又は第２項に規定する者のした入札

　　②  入札参加者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入札

　　③  所定の日時までに入札保証金を納付しない者のした入札（免除した場合を除く。）

　　④  記名のない入札

　　⑤  当初の入札に参加しなかった者が行った再度入札

　　⑥  入札書記載の価格、氏名、その他の事項を確認できないもの

　　⑦  入札者又はその代理人が同一事項について２以上の入札をした入札

　　⑧  同一人が２人以上の入札の代理人としてした入札

　　⑨  談合、その他不正な行為があったと認められる入札

　　⑩  入札条件のうち（４）～（７）に違反した入札

（12）入札参加者が１者の場合でも入札を執行する。

入札者の社員等 代理人



（13）暴力団等（暴力団、暴力団関係企業など、不当介入を行う全ての者をいう。）からの不当

　　要求又は業務妨害（以下「不当介入」という。）の排除について

　　①　暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、所轄の警察署

　　　に届け出ること。

　　　　なお、報告を怠り、後で判明した場合は、「業務委託及び物品調達等に係る競争入札等

　　　参加停止措置要領」（清掃業務にあっては、「県庁舎等清掃業務委託に係る競争入札等参

　　　加停止措置要領」）別表の参加停止措置基準「23不正又は不誠実な行為」に該当するもの

　　　として、１～９か月の参加停止措置を検討する。

　　②　暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、

　　　被害届を速やかに所轄の警察署に提出すること。

　　③　発注者及び所轄警察署と協力し不当介入の排除対策を講じること。

　　④　不当介入により履行期限までに業務を完了することができない場合は、その理由を記載

　　　した書面を添えて発注者に履行期限の延長の申出を行うこと。

（14）この契約の事務処理に当たっては、県と同様の個人情報に係る安全管理措置を講じる必要

　　があり、また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保

　　護法」という。）及び別記「個人情報取扱特記事項」を遵守することとなるため、当該特記

　　事項の内容を確認の上、入札に参加すること。

　　　個人情報保護法に違反した場合には、個人情報取扱事業者としての処罰だけでなく、個人

　　情報法第１７６条及び第１８０条の規定に基づき、処罰される場合があるので留意すること。

７　落札者の決定方法

（１）山口県会計規則（昭和３９年山口県規則第５４号）第１５４条の規定に基づき定められた

　　　予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

　　　ただし、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項に規定す

　　る場合には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札を

　　行った他の者のうち、最低価格をもって入札を行った者を落札者とする。

（２）同一事項の入札は初回を含めて３回まで行う。

　　　初回において、予定価格の制限の範囲内で有効な入札がない場合は、別に通知する日時に

　　再度の入札を行う。

（３）落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札をした者を

　　対象としてくじにより落札者を決定する。

（４）落札決定後、契約締結までの間に落札した者が入札参加の資格制限、又は参加停止措置を

　　受けた場合は、契約を締結しない。

８　契約書作成の要否

    要する。

９　契約保証金

免除する。

10　入札参加心得

　　郵便による入札の場合は、本項は適用しない。

（１）上記「６入札条件」を熟読すること。

（２）入札開始５分前には、会場に到着するよう心掛けること。

（３）入札執行当日、事故等のため時間内に到着できないおそれが生じたときは、直ちに連絡し、

　　指示に従うこと。



11　低入札価格調査

（１）この入札は低入札価格調査制度を適用した入札である。

（２）本入札においては、業務の履行を確保するため「低入札価格調査」を行う場合がある。こ

　　の場合、最低価格の入札者であっても、必ずしも落札者とならないことがある。

　　　なお、調査の方法については「山口県業務委託低入札価格調査制度実施要領」に基づき実

　　施することとなる。

　　　また、調査の実施により不測の事態が生じた場合は、契約期間の短縮、日割りによる契約

　　金額の変更をすることもある。

12　その他

（１）この入札に関する公告後に、「入札説明書別紙」入札参加資格要件２（４）に掲げる当該

　　入札に参加するために必要な一般競争入札の資格審査の申請をする場合は、下記申請期限ま

　　でに山口県会計管理局会計課（審査指導班）（清掃業務にあっては、山口県総務部管財課

　　（庁舎管理班））に申請書を提出すること。

申請期限：

（２）この入札に関する問い合わせ先

　 周南市大字徳山４９９８

山口県企業局周南工業用水道事務所総務課

令和７年７月２５日（金）　午後５時００分

電話：0834-21-5774　ＦＡＸ：0834-21-6059　電子メール：a40503@pref.yamaguchi.lg.jp



※本紙各項番号等は、入札説明書各項番号等と突合する。

２　入札参加資格

　入札に参加できる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいずれかに該

　　当する者でないこと。

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当して一般競争入札又は指名

　　競争入札に参加させないこととされている者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又

　　は入札代理人として使用する者でないこと。

（３）県が発注する物品等の製造の請負、物品等の買入れ、借入れ及び売払い並びに業務の委託

　　の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査申請

　　の時期及び方法等に関する告示（令和４年山口県告示第１７９号）に基づく資格審査において

　　下表営業種目について下表等級に格付けされている者であること。

（４）この公告の日から入札の日までの間のいずれの日においても山口県の業務委託及び物品調

　　達等に係る競争入札等参加停止措置要領（清掃業務にあっては、清掃業務委託に係る競争入

　　札等参加停止措置要領）に基づく参加停止を受けていないこと。

（５）本店又は支店、営業所等を山口県内に有していること。

（６）建設工事等に係る一般競争入札及び指名競争入札の参加資格の審査に関する告示

　　（令和６年山口県告示第３４７号）２（１）の規定により格付けされた一般競争入札及び

　　指名競争入札参加資格について、土木関係建設コンサルタント業務で「上水道及び工業用水道

　　部門」及び「電気電子部門」の登録がされている者であること。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

営　業　種　目 等　級

「調査・研究」の「調査・分析(統計調査を除く)」 特Ａ又はＡ

入 札 説 明 書 別 紙 （追加・補足事項等）















　山口県では、ダンピング的な低入札が行われると公正な取引の秩序を乱すとともに、適正な

履行に支障を生じたり、労働条件の悪化にもつながることから、その防止のために低入札価格

調査制度の強化に取り組んでいます。

　低入札価格調査制度とは、入札の執行前に調査基準価格を設けておき、この価格未満での入

札があった場合には、適正な契約の履行ができるかどうか等を調査した上で落札者を決定する

制度です。

　本件については、低入札価格調査制度を適用しますので、下記事項に御留意の上、御参加く

ださい。

１　制度の適用について

(1) この入札は、「山口県業務委託低入札価格調査制度実施要領」に基づき実施しますので、

　入札価格が別途設定済みの調査基準価格未満となった場合には、最低価格での入札者であっ

　ても落札者とならないことがあります。

(2) この入札で設定している調査基準価格を算定する率（入札書比較価格に占める割合）は、

　契約締結後、「入札結果表（閲覧用）」に記載し公表します。

(3) 調査基準価格未満での入札があった場合は落札決定を保留し、入札参加者に対する調査を

　実施した後、落札者を決定します。

(4) 調査の結果、①契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合、又は②

　契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当で

　あると認められる場合には、その入札参加者を失格とします。

　　また、入札参加者が、正当な理由なく、必要書類を期限までに提出しない等、調査に応じ

　ない場合にも原則として失格となります。

(5) 調査により失格とされなかった入札参加者のなかで、入札価格が最低の者（同価格の者が

　複数いる場合にはくじ順）を落札者として決定し、入札参加者に結果を通知します。

２　調査について

(1) 入札価格の低い順（同価格の者が複数いる場合にはくじ順）に調査対象者とします。

　このため、調査基準価格未満で入札をしても、調査対象者とならないことがあります。

(2) 調査内容は次のとおりです。

　ア　調査票等の提出

　　①「山口県業務委託低入札価格調査制度実施要領」様式４～様式９の調査票等

　　②直近２年間の事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書等の決算書類

　　③調査票の記載内容を証する書類等その他入札執行者が必要と判断したもの

　イ　過去１年間の賃金支払台帳及び賃金支払明細書の確認等及びその他必要事項の聴取

(3) 調査を一旦終了した後で、追加確認等のための再調査を行うことがあります。

記

低 入 札 価 格 調 査 制 度 の 適 用 に つ い て

入札参加にあたっての注意事項（必ずお読みください）



令和　　年　　月　　日

山口県企業局周南工業用水道事務所長　様

件　　名

※入札金額の頭に「￥」を付すこと。 （消費税を除く）

※くじ番号記載欄（任意の３桁の番号［０００～９９９］を記入すること。）

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務

億 千 千 百 十 円百 十 万

入　札　書

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

契約条項、入札条件及び仕様書等を熟知の上、山口県会計規則に基づき下記のと
おり入札します。



※郵便による入札の場合は、提出の必要はありません。

令和　　年　　月　　日

山口県企業局周南工業用水道事務所長　様

入札者（委任者）

業務の名称

１　代理人（受任者）

２　委任事項

入札に関する一切の権限

記

所在地又は住所

氏 名

委　　任　　状

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

委 任 状 作 成 者

私は、下記の者を代理人として定め、山口県との間において行われる次の業務の入札
に関する権限を委任いたします。

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務



業務の名称

上記業務委託について、下記の理由により入札を辞退します。

入札辞退の理由

令和　　年　　月　　日

山口県企業局周南工業用水道事務所長　様

入　札　辞　退　届

記

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

電 話 番 号

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務



業 務 名

工種・種別・細別 規　　格 単位 数量 単　　価 金額（円） 摘　　要

設計計画 式 1

既存資料収集 式 1

既存資料調査・整理 式 1

現地調査 式 1

図面台帳作成 式 1

打合せ協議 式 1

直接人件費計 ①

旅費交通費 式 1 ②

電子成果品作成費 式 1 ③

直接原価 ④＝①＋②＋③

諸経費 式 1 ⑤

業務価格 ⑥＝④＋⑤

消費税相当額 ⑦

業務費計 ⑧＝⑥＋⑦

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務

内訳書



令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務 
仕 様 書 

 

第１章 一般事項 
 

第１節 業務概要 

１ 業務目的 

本業務は、山口県企業局 周南工業用水道事務所（以下、「企業局」）が管理す

る量水設備の電気・機械図面について、過去の工事実績状況を整理し、最新の図

面台帳を作成するものである。 

 

２ 実施場所 

(1) トクヤマ（向道・川上１号） 周南市川崎２丁目 

(2) トクヤマ（向道・川上２号） 周南市川崎２丁目 

(3) 東ソー（向道・川上）      周南市川崎２丁目 

(4) 日本製鉄（向道・川上）     周南市川崎２丁目 

(5) 周南市（楠本）         周南市川崎２丁目 

(6) 保土谷化学工業         周南市福川南町 

(7) 徳山積水工業（管材工場）    周南市開成町 

(8) クアーズテック徳山       周南市江口２丁目 

 

３ 委託期間 

令和 年 月 日から令和８年３月２０日 

 

 

第２節 遵守事項 

１ 関係法令等の遵守 

受託者は、本業務委託に関する関係法令等を遵守しなければならない。 

 

２ 業務の実施 

(1) 受託者は、業務を円滑に実施するための体制を常に確立しておかなければ

ならない。 

(2) 受託者は、現地調査前には必ず企業局と打ち合わせを行うこと。 

 

３ 安全等の確保 

(1) 受託者は、マンホールまたはピット内で調査をする場合は、有害ガス・酸

素欠乏対策を実施すること。 

(2) 受託者は、高所で調査をする場合は、墜落制止用器具を装着すること。 

 

 



４ 提出書類 

受託者は、次の書類を作成し、企業局に提出しなければならない。 

(1) 業務計画書 契約後速やかに …1部 

ア 計画書には、下記事項を記載するものとする。 

(ｱ) 業務内容 

(ｲ) 全体工程表 

(ｳ) 実施体制（現地調査組織、連絡体制） 

(ｴ) 安全管理 

(ｵ) その他 

イ 計画書の重要な内容を変更する場合は、その都度変更計画書を提出しな

ければならない。 

ウ 企業局が特に指示した事項については、受託者はさらに詳細な資料を提

出しなければならない。 

(2) 詳細工程表及び実施手順書 現地調査実施 1月前までに …１部 

 

５ 貸与品等 

(1) 施設の鍵について契約期間中の必要と認める期間貸与する。受託者が貸与

を受けた鍵は受託者の責任で厳重に管理しなければならない。また第三者へ

の貸与、複製等をしてはならない。 

(2) 本業務に必要な関係資料等は、企業局が保管する既存資料を受託者に貸与

する。受託者は、貸与された関係資料等の必要がなくなった場合、速やかに

返却しなければならない。 

 

６ 施設への立ち入り等 

(1) 受託者は、本業務以外で施設に立ち入ってはならない。 

(2) 受託者は、本業務で立ち入る場合においても、指定された場所以外に立ち

入ってはならない。 

(3) 業務の開始時及び終了時には、企業局にその旨を連絡すること。なお、連

絡は施設に備え付けの構内電話を利用してもよい。 

  



第２章 特記事項 

 

第１節 業務内容 

１ 設計計画・打合せ 

本業務の設計協議は、業務着手前、中間 2回、成果品納入時の計 4回以上行う

こととする。 

２ 既存資料収集 

(1) 過去の完成図書から別紙 1「業務対象機器」に関係する図面を収集する。 

(2) 完成図書は企業局が提供する。 

３ 既存資料調査・整理 

(1) 収集した図面から最新の図面を調査し、図面履歴簿を作成する。図面履歴簿

に記載する項目は以下のとおりとする。 

ア 図面名称、図面番号、シート名（展開接続図） 

イ 図面を作成又は修正した年度 

ウ 図面を作成又は修正した工事名、施工業者 

(2) 最新の図面とは、業務対象機器において最後に施工された工事の図面をい

う。 

４ 現地調査 

(1) 業務対象機器の現地調査を行い、機器一覧表を作成する。機器一覧表に記載

する項目は以下のとおりとする。 

ア 機器仕様 

イ 型式、製造番号 

ウ 製造年月日 

エ 製造者 

※主要構成機器については、写真を撮影して添付する。 

(2) 現地調査において、業務対象機器以外の機器を発見した場合は、写真等によ

り企業局に報告する。なお、当該機器を業務対象とするかは、企業局と協議の

うえ決定する。 

(3) 機器設置状況について、既存図面と現地の変更箇所を確認する。変更箇所に

ついては、写真又は図面等により企業局に報告する。 

(4) 現地調査において停電が必要な場合は、企業局と日程調整のうえ実施する。 

５ 図面台帳作成 

(1) 別紙 2「図面台帳一覧」のとおり作成する。その他の既存図面については、

企業局と協議のうえ決定する。 

(2) 既存資料の調査で整理した図面により図面台帳を作成する。 



(3) 現地調査の結果、既存図面に変更がある場合は、図面の修正を行う。 

(4) CAD図面を新規作成する場合は、「CAD製図基準 電気通信設備編（山口県

土木建築部）」「CAD製図基準 機械設備工事編（山口県土木建築部）」に準

拠する。これによりがたい場合は、企業局と協議のうえ決定する。 

(5) 成果品として以下のとおり納品する。 

ア 製本部数：1部 

イ 製本方法：パイプ式ファイルに綴じ、見出しを付けて明確に整理する。 

ウ 別紙 2に記載のファイル形式により、電子媒体（DVD-R）で 1部提出する。

なお、電子媒体は追記可能な方式で書き込む。 

(6) 修正漏れ・誤記等の修正については、台帳納品後 1年間は随時対応とする。 

 

第２節 その他 

現地調査は、給水先事業所内での作業となるため、各事業所への入構に必要な手続

きに係る書類を作成し、監督職員に提出するとともに、各事業所が実施する安全教育

等を受講する。 



別紙1

1 トクヤマ（向道・川上１号） 超音波 1台 無 無

2 トクヤマ（向道・川上２号） 超音波 1台 無 無

3 東ソー（向道・川上２号） 超音波 1台 無 無

4 日本製鉄（向道・川上） 超音波 1台 無 無

5 周南市（楠本） 超音波 1台 無 無

6 保土谷化学工業 1面 電磁 1台 1台 有 有

7 徳山積水工業（管材工場） 1面 電磁 1台 1台 有 有

8 クアーズテック徳山 1面 電磁 1台 2台 有 有

【各量水施設共通】

・ケーブル関係、検針装置、量水施設内の管・弁類、照明設備・換気扇・電話機（建屋有の施設）、

　その他（協議により決定）

業務対象機器

量水施設名 監視操作盤 流量計 制御弁 圧力発信器

1面
1～5まで
同一建屋

排水ポンプ 建屋No.



別紙2

成果品

本業務 既存 サイズ

図面台帳目次 XLS - A4 新規作成

図面履歴簿 XLS - A4 新規作成

機器一覧表 XLS - A4 新規作成

全体平面図・全体断面図・
配線系統図

SFC 紙 A3 電子化

単線図（複線図） SFC 紙 A3 電子化

展開接続図 PDF 紙 A4 電子化

外形図（組立図） PDF 紙 A4 電子化

据付図 PDF 紙 A4 電子化

機器製作仕様書 PDF 紙 A4 電子化

試験成績表 PDF 紙 A4 電子化

※本一覧は概略を示すものであり、本業務による調査でその他必要な図面が判明した場合は、

　企業局と協議する。

図面台帳一覧

既存図面をCAD化。

既存図面をCAD化。

既存図面をPDF化。
監視操作盤1面有りの
量水施設のみ対象。

図面種類
図面台帳項目

既存図面をPDF化。

既存図面をPDF化。

既存図面をPDF化。

既存図面をPDF化。

作成内容



位置図

徳山積水工業（管材工場）

クアーズテック徳山

「この地図は、国土地理院の地理院地図（電子国土Web）の一部を掲載したものである。」

保土谷化学工業

トクヤマ（向道・川上１号）

トクヤマ（向道・川上２号）

東ソー（向道・川上２号）

日本製鉄（向道・川上）

周南市（楠本）



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
全体平面図・全体断面図・配線系統図　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 1



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
単線図（複線図）　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 2



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
単線図（複線図）　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 3



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
外形図（組立図）　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 4



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
据付図　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 5



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
機器製作仕様書　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 6



業務名
図面名
年度
縮尺 図面番号

山口県企業局周南工業用水道事務所

令和７年度周営会１２号電気図面台帳整備業務
試験成績表　既存図面例【抜粋】

令和７年度
Non 7


